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複数企業に対応できる震災時発動型融資予約スキームを組成 

 

１．日本政策投資銀行（以下「DBJ」）、三菱 UFJ 信託銀行（以下「MUTB」）および日興シテ

ィグループ証券（以下「NCL」）は、大規模地震発生時に発動される融資予約（クレジットラ

イン）の仕組み（通称、”EQ-LINE”）を 3 社共同で組成しました。このスキームは、一定規模

以上の震災発生時に企業の事業継続や災害復旧に必要な資金を融資することを震災発生前に予

め契約しておくもので、企業にとっては地震保険などと組み合わせることで効率的でより確実

な事業継続の対策をとることが可能となります。 
 
２．EQ-LINE の対象企業は DBJ が選定し、地震リスク等を評価したうえで、融資発動の条件

や融資後の金利などについて各企業と協議して決定いたします。今回の仕組みの特徴は、震災

時融資の原資となる資金プールに MUTB の信託スキームを採用し、資金管理・運用の堅牢性

を高めていること、融資実行のオペレーションの確実性を高めるため、MUTB のインフラを駆

使して、複数の借入申込窓口を確保するとともに、NCL が信託財産を利用した流動性補完の役

割を担っていること等にあります。また、１つの信託を利用して複数の企業への対応を可能と

し、上記の仕組みを共有することで、スキーム全体での効率性を高めております。 
 
３．10 月 17 日、第一号として静岡県静岡市に本社をおく総合物流会社である鈴与株式会社と

50 億円の EQ-LINE 契約締結に至りました。鈴与㈱は、既に地震対策を含む基本的な事業継続

計画(BCP※)を策定済であり、今般、同社の主力地域である清水港を中心とした地震への備え

の一環として、本スキームを活用し、資金の流動性の強化を図るものです。 
 
４．わが国の主要企業の間では、防災意識の高まりから事業継続計画(BCP)を策定する企業が

増えていますが、従来、財務面では地震保険以外に決め手になる有効な方策がありませんでし

た。EQ-LINE に対しては、東海地域のほか、首都圏、関西圏、四国、九州等の地域の企業か

らも期待が寄せられており、現在検討を行なっております。今後とも、3 社は高度な金融ノウ

ハウを活かした商品・サービスを通じ、わが国企業の防災への取り組みを積極的に支援し、持

続可能な社会の実現に貢献していきます。 
 
※BCP：Business Continuity Plan 
 
(お問い合わせ先) 
日本政策投資銀行 総務部(報道担当)（03-3244-1900） 
三菱 UFJ 信託銀行 経営企画部広報室（03-6214-6044） 
日興シティグループ証券 広報室（03-5574-5740） 
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＜参考＞ 

鈴与株式会社の概要 

商号  鈴与株式会社 
創業年 享和元 (1801) 年 
設立年 昭和 11 (1936) 年 
本社所在地 静岡県静岡市 
代表者 代表取締役社長 鈴木与平 
資本金 10 億円 
売上高 841 億 1,000 万円 (17 年度) 
従業員数 1,054 名 (平成 18 年 8 月現在)  
事業内容 港湾運送事業、海上運送事業、内航海運事業、自動車運送事業、自動車運送取扱業、

自動車回送事業、通関業、保税上屋業、海運貨物取扱業、航空運送代理店業、船舶代理業、物

件の賃貸 (リース) 業、防除業、埠頭業、倉庫業、情報処理事業、不動産の媒介代理業 他 
国内拠点 苫小牧、仙台、常陸那珂、伊勢崎、浦安、東京、川崎、横浜、諏訪、甲府、御殿場、

三島、沼津、富士、蒲原、清水、静岡、焼津、藤枝、大井川、御前崎、袋井、浜松、豊橋、名

古屋、大阪、西宮、神戸、福岡、熊本 他 
海外拠点 ロサンゼルス、シカゴ、アトランタ、サンパウロ、ロンドン、プラハ、アントワー

プ、バンコク、シンガポール、ジャカルタ、マニラ、ホーチミン、ハノイ、香港、寧波、上海、

広州 
ホームページ www.suzuyo.co.jp


